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法と精神医療学会第20回大会

シンポジウム
「精神医療における個人情報の保護」

カルテの電子化における個人情報の保護
――②法律家の立場から

［追補――スライドの4～9枚目を追加し、質疑に
ついてお詫び訂正を追記しております。2005.3.29.］

丸山英二
（神戸大学大学院法学研究科）
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カルテの電子化によって得られるもの

【診療情報の連携】

◆医療従事者間

同じ医療機関内の医療従事者間

異なる医療機関間

医療機関と薬局・検査会社間

◆医療機関・医療従事者と患者間

◆医療機関と研究機関間（診療情報の二次利用）
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情報の連携に対する患者の同意

◆患者は医療を受ける必要に迫られて、医師など医療従事者に

自分のプライバシーに属する身体情報を提供する――医療従

事者の守秘義務（刑法134条①、保健師助産師看護師法42条

の2などの医療職資格法規定）

◆患者は自分の身体情報を知る者をなるべく限定したい←→医

療を受ける必要性

◆情報の連携を患者が望まない場合

精神医療情報、遺伝子情報、性的情報、ひろく健康情報

◆医療従事者および医療機関間の情報共有について、共有の

相手方となる従事者・機関と、共有の対象となる情報について

患者の同意ないし認識の確保を得る必要性
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医療と個人情報保護法

・個人情報の利用目的の特定・開示

・個人情報の目的外利用禁止

・個人情報の第三者提供禁止

・個人情報の開示・訂正請求

・苦情に対する対応
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個人情報保護法

個人情報保護法（正式には，「個人情報の保護に関する法律」）
が2003年5月23日に成立し，同5月30日に公布された。そのうち，
個人情報の適正な取扱いに関する基本法としての規定を定める
第1～3章は直ちに施行され，個人情報取扱事業者（個人情報
データベースなどを事業の用に供している民間の事業者）の具
体的な義務や罰則などを定める第4～6章は2005年4月1日に施
行される。

個人情報保護法の他，国の行政機関の具体的義務については

「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律」が，独立

行政法人等の具体的義務については「独立行政法人等の保有

する個人情報の保護に関する法律」が，地方公共団体について

は各地の個人情報保護条例が，それぞれ規定している。
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附帯決議と医療に関する個別法

衆議院個人情報保護に関する特別委員会――「五 医療，金
融・信用，情報通信等，国民から高いレベルでの個人情報の
保護が求められている分野について，特に適正な取扱いの厳
格な実施を確保する必要がある個人情報を保護するための個
別法を早急に検討すること」
参議院個人情報の保護に関する特別委員会――「五 医療（遺
伝子治療等先端的医療技術の確立のため国民の協力が不可
欠な分野についての研究・開発・利用を含む），金融・信用，情
報通信等，国民から高いレベルでの個人情報の保護が求めら
れている分野について，特に適正な取扱いの厳格な実施を確
保する必要がある個人情報を保護するための個別法を早急に
検討し，本法の全面施行時には少なくとも一定の具体的結論
を得ること」
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個人情報保護法と医療

厚生労働省医政局「医療機関等における個人情
報保護のあり方に関する検討会」（平成16年6
月23日～）
厚生労働省「医療・介護関係事業者における
個人情報の適切な取扱いのためのガイドライ
ン」（平成16年12月24日）
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「医療・介護関係事業者における
個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」

Ⅲ医療・介護関係事業者の責務等
１．利用目的の特定等（法第15条、第16条）
２．利用目的の通知等（法第18条）
３．個人情報の適正な取得、個人データ内容の正確性の確保
（法第17条、第19条）
４．安全管理措置、従業者の監督及び委託先の監督（法第20条
～第22条）

５．個人データの第三者提供（法第23条）
６．保有個人データに関する事項の公表等（法第24条）
７．本人からの求めによる保有個人データの開示（法第25条）
８．訂正及び利用停止（法第26条、第27条）
９．開示等の求めに応じる手続及び手数料（法第29条、第30条）
１０．理由の説明、苦情対応（法第28条、第31条）
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個人情報保護法と「医療・介護関係事業者における
個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」

ガイドラインⅢ２．利用目的の通知等（法第18条）

【法の規定により遵守すべき事項等】

・医療・介護関係事業者は、個人情報を取得するに当たっ

て、あらかじめその利用目的を公表しておくか、個人情

報を取得した場合、速やかに、その利用目的を、本人

に通知し、又は公表しなければならない。

・利用目的の公表方法としては、院内や事業所内等に掲

示するとともに、可能な場合にはホームページへの掲

載等の方法により、なるべく広く公表する必要がある。
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当院は患者さんの個人情報保護に全力で取り組んでいます
当院は、個人情報を下記の目的に利用し、その取り扱いには細心の注意を払っていま
す。個人情報の取り扱いについてお気づきの点は、窓口までお気軽にお申し出ください。

院長
当院における個人情報の利用目的

◎ 医療提供
▶当院での医療サービスの提供
▶他の病院、診療所、助産所、薬局、訪問看護ステーション、介護サービス事業者等との
連携
▶他の医療機関等からの照会への回答
▶患者さんの診療のため、外部の医師等の意見・助言を求める場合
▶検体検査業務の委託その他の業務委託
▶ご家族等への病状説明
▶その他、患者さんへの医療提供に関する利用
◎ 診療費請求のための事務
▶当院での医療・介護・労災保険、公費負担医療に関する事務およびその委託
▶審査支払機関へのレセプトの提出
▶審査支払機関又は保険者からの照会への回答
▶公費負担医療に関する行政機関等へのレセプトの提出、照会への回答
▶その他、医療・介護・労災保険、および公費負担医療に関する診療費請求のための利
用
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◎ 当院の管理運営業務
▶会計・経理
▶医療事故等の報告
▶当該患者さんの医療サービスの向上
▶入退院等の病棟管理
▶その他、当院の管理運営業務に関する利用
◎ 企業等から委託を受けて行う健康診断等における、企業等へのその結果の通知
◎ 医師賠償責任保険などに係る、医療に関する専門の団体、保険会社等への相談又
は届出等
◎ 医療・介護サービスや業務の維持・改善のための基礎資料
◎ 当院内において行われる医療実習への協力
◎ 医療の質の向上を目的とした当院内での症例研究
◎ 外部監査機関への情報提供
付記
1 上記のうち、他の医療機関等への情報提供について同意しがたい事項がある場合に
は、その旨をお申し出ください。
2 お申し出がないものについては、同意していただけたものとして取り扱わせていただき
ます。
3 これらのお申し出は後からいつでも撤回、変更等をすることが可能です。

（日本医師会『医療機関における個人情報の保護』（平成17年2月）
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診療情報の研究目的のための二次利用の場合
――同意の要件

【既存資料等の研究利用――研究に関する倫理指針に規定】

◆ヒトゲノム・遺伝子解析研究倫理指針

試料等（診療情報等を含む）を遺伝子解析研究に用いる場合
には原則として再同意が必要、ただし、①連結不可能匿名化
されているか、②連結可能匿名化されていて研究の必要性が
高く、危険が小さく、拒否権が保障されている等の要件が満た
される場合に、利用が許される可能性がある（第4、13）。

◆疫学研究倫理指針

人体から採取された試料以外の既存資料等のみを用いる観察
研究の場合には、研究対象者からインフォームド・コンセントを
受けることを必要ではなく、当該研究の目的を含む研究の実
施についての情報の公開で足りる。
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医療機関・医療従事者と患者間の連携
――診療情報の患者への開示

【患者の診療情報開示請求権――精神疾患特有の問題】

精神疾患の場合――偏見，スティグマ，患者の人格・自尊心を
傷つける要素と，患者の判断能力の不十分さから，身体疾
患と同様の扱いは難しい。

【患者の診療情報開示請求権に対する一般的な除外事由】

情報開示が患者の不利益となる場合（治療への悪影響，自傷
の危険）

情報開示が第三者の不利益となる場合（他害の危険，情報を
提供した第三者の身元判明などの不利益）



www2.kobe-u.ac.jp/~emaruyam/

「診療情報の提供等に関する指針」
（厚生労働省医政局平成15年9月12日）

８ 診療情報の提供を拒み得る場合

○ 医療従事者等は、診療情報の提供が次に掲げる事由に該当する場合には、診
療情報の提供の全部又は一部を提供しないことができる。

① 診療情報の提供が、第三者の利益を害するおそれがあるとき

② 診療情報の提供が、患者本人の心身の状況を著しく損なうおそれがあるとき

＜①に該当することが想定され得る事例＞

・ 患者の状況等について、家族や患者の関係者が医療従事者に情報提供を行って
いる場合に、これらの者の同意を得ずに患者自身に当該情報を提供することに
より、患者と家族や患者の関係者との人間関係が悪化するなど、これらの者の
利益を害するおそれがある場合

＜②に該当することが想定され得る事例＞

・ 症状や予後、治療経過等について患者に対して十分な説明をしたとしても、患者
本人に重大な心理的影響を与え、その後の治療効果等に悪影響を及ぼす場合

※ 個々の事例への適用については個別具体的に慎重に判断することが必要

である。 ［医療・介護関係事業者ガイドラインⅢ7も同旨］
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情報の漏洩、改竄、破壊等からの保護

ガイドラインⅢ４．安全管理措置、従業者の監督及び委託先の監
督（法第20条～第22条）

（１）医療・介護関係事業者が講ずるべき安全管理措置
①安全管理措置
医療・介護関係事業者は、その取り扱う個人データの漏え

い、滅失又はき損の防止その他の個人データの安全管理の
ため、組織的、人的、物理的、及び技術的安全管理措置を講
じなければならない。その際、本人の個人データが漏えい、滅
失又はき損等をした場合に本人が被る権利利益の侵害の大
きさを考慮し、事業の性質及び個人データの取扱い状況等に
起因するリスクに応じ、必要かつ適切な措置を講ずるものとす
る。なお、その際には、個人データを記録した媒体の性質に応
じた安全管理措置を講ずる。
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質疑応答
【熊倉伸宏先生】

個人の医療情報が医療の範囲内に留まっている限りにおい
てはあまり問題がないということか。

【丸山】

（当日、私は、研究や教育の方向に話を展開させ、うまく答えら
れませんでしたので、お詫び旁々、訂正させていただきます。）

個人情報保護法は、個人情報について利用目的で縛りをか
ける法律であり、医療情報はその一次的な利用目的を患者へ
の医療の提供としておりますので、それらを踏まえますと、医療
の範囲内で利用される場合には、基本的に個人情報保護法上
の問題は出てこないと言ってよいと思います。先生のご意見の
通りであると思います。
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